別紙 １

自主事業実施状況調査《平成29年度実施分》記入要領

調査票を記入するにあたっては、以下の点にご注意ください。

1. 事業の内容は、参考資料「劇場・音楽堂等に関する事業の考え方」をご参考ください。

2. 鑑賞型事業とは、プロ公演の買取公演、共催公演、自主制作公演等を行い、住民に良質な公演を鑑賞する機会を提供することを目的とし、ある程度の収入をあげることを前提としたものです。
国内外オーケストラやバレエ団の買取公演をはじめ、自主制作によるオペラ、ミュージカル、ポピュラー系コンサートなどが含まれます。

3. 普及啓発型事業とは、舞台芸術を普及するため採算性よりも住民に広く文化芸術に親しんでもらうことを重視した事業です。学校へのアウトリーチやワークショップ、住民向け無料コンサート、夏休み親子演劇鑑賞会、観劇の基本を学ぶ講座、コンクール、専門人材育成のための研修などが含まれます。

4. 地域貢献型事業とは、福祉や観光、まちづくりなどの分野と連携したプログラムのほか、市民ミュージカル、吹奏楽コンクール、県民合唱など主に住民自らが公演に出演するような事業が含まれます。事業数と実施回数の考え方は、例えばフェスティバルなど実施回数を数えることが困難な場合は、催しの種類や日数等でまとめてください。また市民参加型の実施回数は、練習回数も含めてください。

5. 共催事業は、施設使用料の減免のみの場合は調査対象外とし、経費負担を伴う場合は調査対象とします。

6. 入場料収入は、チケット売上、参加費収入で、都道府県、市町村、教育委員会等からの委託料や協賛金、助成金などは含みません。

7. 総支出額は職員の人件費を除く、その事業を実施するのに掛かった額とします。ただし、人件費でも、その事業のみに掛かるアルバイト賃金などは支出額に含めます。

8. [bookmark: _GoBack]総支出額における入場料収支比率は少数第２位を四捨五入してください。

9. 「協賛金・助成金収入額」の欄は、収支の状況を見るための参考とするものです。公的助成等対象事業実施調査票の「(１)国・地方公共団体（設置者以外）及び公益法人の助成に該当する金額」及び「(２)企業の協賛金等」を記入してください。当該施設の設置主体である地方公共団体による助成金、委託料などは含みませんのでご注意ください。

10. 記入額の単位は千円単位です。百円以下は四捨五入で記入してください。

11. 自主事業を実施していない場合は、空欄にせず、「０」を記入してください。
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